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木更津港木更津南部地区国際物流ターミナル整備事業 (様式－５）

費用便益の概要

便益

単位 備考 単位

利用者便益 陸上輸送コスト削減 2,312 円／トン・年 岸壁整備による陸上輸送費用の削減 5.9 億円/年

費用

　費用項目

　事業の対象施設

建設費、管理運営費

岸壁(水深12m）、泊地(水深12m)、道路(改良)、埠頭用地

＊便益の算出にあたっては、「港湾整備事業の費用対効果分析マニュアル（平成２３年7月）」を参照

項目 区分
単位当りの便益 便益（代表年）

 

 

（残事業） 
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東京湾口航路　開発保全航路整備事業

費用便益の概要

便益

単位当りの便益

項目 区分
単位 備考 単位

利用者便益
航路整備による海難
減少に伴う損失の回
避額

61 億円/年
航行船舶の整流化に伴う海難事故及び、航
路閉鎖による損失額の削減

60.5 億円/年

航路整備による輸送
コスト削減額

0.7 百万円/隻・年
船舶の大型化及び航行時間の短縮による
輸送コスト削減

0.1 億円/年

泊地整備による海難
減少に伴う損失の回
避額

1.3 億円/年
航行船舶の整流化に伴う海難事故及び、航
路閉鎖による損失額の削減、避泊水深の増
深効果

1.3 億円/年

泊地整備による輸送
コスト削減額

0.4 百万円/隻・年
船舶の大型化及び航行時間の短縮による
輸送コスト削減

0.8 億円/年

＊便益の算出にあたっては、「港湾整備事業の費用対効果分析マニュアル（平成23年６月）」を参照

費用

　費用項目

　事業の対象施設

建設費、管理運営費　等

水深（-23m）、幅員（中ノ瀬航路：700～2,400m、浦賀水道航路1,400～1,750m）、
延長（中ノ瀬航路：約11km、浦賀水道航路：約15km）

便益（代表年）
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○航路整備による海難減少に伴う損失回避の便益 

 

 （１）海難減少により回避される損失 

表１ 海難による損失の内訳（安全便益の項目） 

項   目 内     容 

①船舶損傷に伴う損失額  海難による船体損傷箇所を修繕するために必要となる費用 

②船舶修繕期間中の損失額 
 海難による船体破損箇所を修繕する期間中に代替船舶を 

 チャーターするのに必要となる費用、操業停止等に伴う損失

③人的損失額  海難による死亡者、負傷者の逸失利益 

④積み荷損失額 
 事故船が輸送していた積み荷が被害を被った場合の損失 

（積み荷の価額） 

⑤事故船処理に伴う損失額 

 自力航行不可能になった事故船（全損、重大損傷）を事故現

場 

 から撤去および救助するのに必要となる費用 

⑥海洋環境汚染等に伴う損失

額 

 事故船からの流出油による海洋環境汚染への対応として必要

 となる油除去費、油濁防除費、漁業補償費、損害賠償費 

⑦コンテナ関連機材の損失額 
 コンテナ船の積み荷損失に伴うコンテナ､固縛機材等の損失

額 

⑧港湾機能の停止に伴う損失

額 

 東京湾口航路で巨大タンカーが座礁、原油が流出し、航路規

制 

 が行われるような甚大事故による損失額 

  ※①～⑥：解説書 2011 に基づき算定。 

⑦、⑧：「東京湾の海難事故リスク調査研究報告書」（H13d、H14d）に基づき算定。 

 

（２）便益の計測 

 

 〔甚大事故の解消〕 

 対象プロジェクトの実施により、47.7 億円の甚大事故の解消に伴う損失額の回避が可能となる。 

 

項   目 中ノ瀬航路 備  考 

海難事故損失額 524.23 億円 
解説書 2011 を基に算

定 

海難発生率 0.0909 2 回/22 年の確率 

甚大事故の解消に伴う損失の回避

額 
4,765.7 百万円/年 47.7 億円/年 
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〔第三海堡周辺海域における乗揚海難減少〕 

 

 対象プロジェクトの実施により、10.9 億円の乗揚海難の減少に伴う損失額の回避が可能となる。 

 

項   目 第三海堡周辺海域 備  考 

航行船舶数 ①without 時 554,461 隻/年  

 ②with 時 554,461 隻/年 with 時と同数 

③海難発生率 0.050×10-4 
H15 再評価時設定

値 

④海難減少率 1.00 
H15 再評価時設定

値 

海難隻数 ⑤without 時 2.77 隻/年 ①×③ 

 ⑥with 時 0.00 隻/年 ②×③×(1-④) 

⑦海難減少隻数 2.77 隻/年 ⑤－⑥ 

⑧1 隻当たりの損失額 395.0 百万円/隻 
解説書 2011 より算

定 

乗揚海難の減少に伴う損失の回避

額 

1,094.2 百万円/年 

（10.9 億円/年） 
⑦×⑧ 

※①②：H22 実績隻数の往復（航行量）に湾内航行量、漁船、PB を加えた航

行量。 

 ⑧：解説書 2011 より、船種船型別の算定結果の平均値 
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〔横浜沖海域における衝突海難減少〕 

 

 対象プロジェクトの実施により、1.9 億円の衝突海難の減少に伴う損失額の回避が可能となる。 

 

項   目 横浜沖海域 備  考 

航行船舶数 ①without 時 164,339 隻/年  

 ②with 時 164,226 隻/年 
大型船 113 隻が 

中ノ瀬航路へｼﾌﾄ 

③海難発生率 without 時 0.756×10-4 
H15 再評価時設定

値 

with 時 0.754×10-4  

④海難減少率 0.02 
H15 再評価時設定

値 

⑤海難隻数 without 時 12.42 隻/年 ①×③ 

 with 時 12.13 隻/年 ②×③×(1-④) 

⑥海難減少隻数 0.29 隻/年 
without 時－with

時 

⑦1 隻当たりの損失額 647.9 百万円/隻 
解説書 2011 より算

定 

衝突海難の減少に伴う損失の回避

額 
187.9 百万円/年 1.9 億円/年 

※①②：H22 実績隻数の往復（航行量）に湾内航行量、漁船、PB を加えた航

行量。 

※⑦：解説書 2011 より、船種船型別の算定結果の平均値 

 

  



8 
 

○航路整備に伴う航行距離の短縮による輸送コスト削減便益 

対象プロジェクトの実施により、0.05 億円の輸送コストの削減が可能となる。 

 

項目 
without 時 with 時 

備  考 
千葉港 川崎港 千葉港 川崎港

①航行距離     （海里）  8.9 7.5 7.1 6.1  

②航行速度     （ノット） 12.0 12.0 12.0 12.0  

③輸送時間     （時間） 0.74 0.63 0.59 0.51 ①÷② 

④時間当りの輸送費用（万円/隻･時） 20.3 20.3 20.3 20.3  

⑤タグボート料金  （万円/隻･時） 10.2 10.2 10.2 10.2  

⑥年間航行隻数   （隻/年） 57 56 57 56  

⑦輸送費用     （百万円） 12.9 10.8 10.3 8.7 
③×(④＋⑤)×

⑥ 

  23.7  19.0  

⑧輸送コスト削減便益（百万円/年）     4.7 0.05 億円 

 

  



9 
 

○災害時等の海難の減少に伴う損失回避の便益 

〔甚大事故の解消〕 

対象プロジェクトの実施により、0.3 億円の甚大海難の解消に伴う損失額の回避が可能となる。 

 

  without 時 with 時 備  考 

① 衝突隻数（隻） 6.4 1.6 1）参照 

② 1 隻当りの損失額（万円/隻） 15,156 15,156 2）参照 

③ 年間損失額（億円／年） 9.70 2.42 ①×② 

④ 津波発生確率（長期発生確率） 0.046 供用開始時点 

甚大海難回避便益（億円/年） 7.27 Δ③ 

 0.33 Δ③×④：単年度便益 

 

〔航路閉鎖早期解除〕 

対象プロジェクトの実施により、0.5 億円の航路閉鎖の早期解除に伴う輸送コストの削減が可能

となる 

 

  without 時 with 時 備  考 

① 湾内港→湾外港に出港しようとしていた船舶  

  航路閉鎖に係る待機費用（億円/日） 9.06 1）参照 

 
 ｺﾝﾃﾅ船の発着遅れに伴う輸送時間価値（億円/

日） 
1.41 1）参照 

② 湾外港→湾内港に入港しようとしていた船舶   

 
 航路閉鎖に係る待機費用(ｺﾝﾃﾅ船以外)（億円/

日） 
8.54 1）参照 

  ｺﾝﾃﾅ貨物の陸上迂回費用（億円/日） 8.32 1）参照 

③ 航路閉鎖日数（日） 2    1）参照 

④ 航路閉鎖に伴い待機費用及び陸上迂回費用（億円） 54.7 (①＋②)×③ 

⑤ 地震発生時に海難事故が発生する確率 0.2944 0.0736 2）参照 

⑥ 海難事故による航路閉鎖時の損失額（億円） 16.1 4.0 ④×⑤ 

⑦ 津波発生確率（長期発生確率） 0.046 供用開始時点 

航路閉鎖早期解除便益（億円/年） 12.1 Δ⑥ 

 0.56 Δ⑥×⑦：単年度便益
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〔津波発生時の大型船舶の避泊による船舶の被害削減〕 

対象プロジェクトの実施により、0.01 億円の損失額の削減が可能となる。 

 

  

without 時 with 時 

備  考 8,000GT 

水深-10 

60,000GT

水深-17 

25,000GT

水深-13 

70,000GT 

水深-18 

① 避泊隻数（隻） 0.14 0.23 0.09 0.18 1）参照 

② 損失額（億円/隻） 4.3 14.3 8.9 16.9 1）参照 

③ 発生比率 13.9% 13.9% 13.9% 13.9% 解説書 2011(内湾)

④ 年間損失回避額 0.082 0.456 0.114 0.432 ①×②×③ 

    （億円／年）  0.54   0.55   

津波発生時の避泊便益 

（億円/年） 
0.01 Δ④：単年度便益

 

 

〔荒天時の大型船舶の避泊による船舶の被害削減〕 

対象プロジェクトの実施により、0.4 億円の損失額の削減が可能となる。 

 

  

without 時 with 時 

備  考 20,000GT

水深-12 

70,000GT

水深-18 

40,000GT

水深-15 

90,000GT 

水深-20 

① 避泊隻数（隻） 5.10 8.50 3.40 6.80 1）参照 

② 損失額（億円/隻） 8.0  16.9 10.7 22.2 1）参照 

③ 発生比率 13.9% 13.9% 13.9% 13.9% 解説書 2011(内湾)

④ 年間損失回避額 5.69 19.94 5.07 20.94 ①×②×③ 

    （億円／年）  25.63  26.01  

荒天時の避泊便益 

（億円/年） 
0.38 Δ④：単年度便益
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○泊地整備に伴う航行距離の短縮による輸送コスト削減便益 

対象プロジェクトの実施により、0.8 億円の輸送コストの削減が可能となる。 

 

  
without 時 with 時 

備  考 
水深-12 水深-15 

① 航行距離     （km）  9.0  9.0 
館山港付近利用 50km 

 －中ノ瀬利用 41km 

② 航行速度     （ノット） 15.0 15.0 貨物船の平均的な値を設定 

③ 輸送時間     （時間） 0.32 0.32 ①÷② 

④ 時間当りの輸送費用（万円/隻･時） 5.5 6.8 解説書 2011 より船型別平均 

⑤ 年間航行隻数   （隻/年） 183 183 実績より 1隻/2 日（365÷2）

⑥ 輸送費用     （百万円） 342 399 ③×④×⑤ 

輸送コスト削減便益（百万円/年） 75 Δ⑥：単年度便益 
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